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授業評価アンケートに関する社会学的批判 
北條 英勝
１．はじめに 
ピエール・ブルデュー（Pierre Bourdieu）によると、かつてフランスの科学哲学者ガスト
ン・バシュラール（Gaston Bachelard）は、規範的認識論がおこなう科学的実践の観念化を
批判して、科学史研究について次のように指摘したという。曰く、「認識論は確立した科学
の諸真理については考えすぎるくらいに考えた。だが、形成されつつある科学の誤謬につい
て、あるがままの科学的研究過程については十分に考えていない（Bourdieu 2001=2010:20）」
のだ、と。すなわち、科学史研究は科学実践の確立した成功例を研究し、その真理を追求し
つくしてきたが、科学の研究実践を発生論的に研究してきたわけではないために、実際の科
学研究が実践過程で直面することになる誤謬について何ら明らかにすることができない、と
いうのである。学生による授業評価を社会学的に検討するに当たって、科学の営みをどのよ
うに認識するのかに関してバシュラールが提起したこの問題を、学生による授業評価という
営みの上にそっくりそのままあてはめて考えることほどラディカルなやりかたはおそらくな
いだろう。すなわち、「学生による授業評価とそれを用いた諸研究は、確立した授業と授業
評価とについては考えすぎるくらいに考えてきたが、形成されつつある授業と授業評価の誤
謬とについて、あるがままの授業と授業評価過程については十分に考えていないのではない
か」というわけである。なぜなら、こうした認識論的であるとともに社会学的な思考実験は、
それが一見自明とされている事柄に関する自生的なドクサ的認識を破壊することによって、
認識対象となった社会的秩序の前提諸条件を明らかにする働きをするがゆえに、社会学的に
正当化されうるからである 1)。実際、学生による授業評価と、それに関するこれまでの研究
の多くはともに、評価対象の授業が成立し授業に最後まで出席し続けた学生たちのみから集
めた回答を集計することによって成り立っている。そこでは、授業に欠席し続けた学生、授
業評価アンケートが配布される際に欠席していた学生など、その授業実践の進行（授業の実
践過程）のなかで次第に脱落し排除されていった学生たち－すなわち、その授業と授業評
価の社会過程が隠蔽してしまう失敗事例－のことは問題にもされず、授業評価の営みから
彼／彼女らを自明のこととして排除しているのである。言わば、学生による授業評価とは、
授業に対して最も適応した学生たち－すなわち、確立したその授業の成功事例の学生たち
－に評価者としての資格を与え、それ以外の学生たちには、授業を評価する権能を授けな
いことを自明なこととすることによって成立しているのだ。それゆえ、学生による授業評価
アンケートは、科学研究の成功事例のみを素材にした科学史研究よろしく、授業に最も適応
した学生たちからしか「授業改善のため」とされるデータを得ることができないし、そもそ
も、そのような授業評価の結果を生み出すにいたった授業の実践過程の現実を明らかにする
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ことなどは到底不可能であるのだから、評価対象となった授業のあり方を正当に評価するこ
となどできず、授業改善に資する資料を構成することなど現実にはできないのである。 
 したがって、学生による授業評価に対して、その本来的に期待される機能－つまり、授
業改善に資する資料を構成すること－を発揮させるためには、まず現実の授業と授業評価
という二つの実践の社会的過程について発生論的に検討し、現行の授業評価結果なるものが
いかなる前提諸条件の上に社会的に構築され、自明視されているのかを明らかにする必要が
あるだろう。本稿の目的は、学生による授業評価アンケートの認識論的諸前提を社会学的に
検討することによって、授業評価をめぐる大学・教員・学生の誤認構造を明らかにすること、
そして、その分析作業を通じて、授業評価をめぐる「理性の現実政治（Realpolitik de la 
raison）」をおこなうための社会的諸条件を構築する必要性に関して論じることである。 
 
２．学生による授業評価アンケートの認識論的前提 
 これまで大学における授業評価については、教育学や高等教育研究などでとりあげられる
ことが多かった。そこでは、授業評価アンケートは授業改善の道具と位置づけられている（苅
谷 1992）。授業を改善するための道具として期待されているこの技術は、アメリカから輸
入されたものであるが、社会科学におけるデータ収集の道具として用いられる調査票調査の
形態をとっているため、一見すると科学の道具＝社会的に中立な道具と見なされやすく、大
学における自己点検のなかに、政策によっても採り入れられてきた。しかしながら、社会学
の認識論的鉄則から言えば、社会的事象を取り扱う以上、どのような道具であっても決して
社会的に中立だということは決してなく、特定の社会哲学や特定の集合的利害との親和性を
伴っているものなのである。それゆえ、授業評価という社会的事象を検討するにあたっては、
そこで用いられている認識の道具を社会学的な認識論的検討に付すことは、とりわけ重要な
作業であろう。 
 授業評価アンケートが有する認識論的前提を検討する際に参考になるのは、ブルデューに
よる社会・世論調査に関する諸論考である（Bourdieu 1979, 1980, 1987）。彼は、社会・世
論調査が暗黙に依拠している認識論的諸前提を批判することを通じて、調査票を用いるすべ
ての社会・世論調査が依拠すべき認識論的原則を指摘している。彼によれば、社会・世論調
査は、①調査対象となるすべての個人が、質問されている事柄に対して個人的意見を持って
いること、②すべての個人が質問されている問題について考えることができること、③すべ
ての意見が等価であること、④質問されている事柄を問うことは何らかの社会的な合意が形
成されていると暗黙のうちに前提・仮定しているという（Bourdieu 1980=1991：287-302, 
Champagne 1989, Wacquant 2005）。これらの暗黙の前提は、社会的事象を歪めて認識さ
せてしまうという点で、認識論的には明白な誤りなのである。この指摘を参考に、授業評価
アンケートの認識論的前提を考えておこう。 
 第一に、授業評価アンケートは、すべての学生は自分が受講するすべての授業について、
何らかの個人的意見をもっていると想定している。これは、受講学生全員に皆区別なく同じ
質問を投げかけているところに表れている。しかし、実際には、選択肢法の質問に対しての
回答率は高いが、自由回答法の質問に対して回答を記述する学生は圧倒的な少数に過ぎない
75 
のである。選択肢法の質問には、あらかじめ回答パターンが選択肢で示されているので、授
業に関する明晰な意見をもっていなくとも回答可能であるが、自由回答法の質問への回答は、
自由に意見を文章で記述する必要があるため、自分の意見を表明したいと意図している学生
のみが回答することになるのだ。したがって、自由回答法の質問に対する回答率を考えた場
合、ほとんどの学生は多くの授業に関して特段の意見を有しているわけではないということ
がわかる 2)。 
第二に、授業評価アンケートは、すべての学生が授業に関する質問を正当に考え、授業評
価できる能力を有していると想定している。しかしながら、授業に毎回出席し、授業内容を
正当に理解しているのでない限り、授業を正当に評価することは不可能であろう。少なくと
も、欠席しがちであったり、最初から不真面目な態度（私語、睡眠、内職など）で授業に臨
む学生がいたりすることも確かである。そのような学生に授業の正当な評価が可能なのかは
極めて疑わしいのではないだろうか。にもかかわらず、授業評価アンケートは、回答者全員
に対して区別なく同じ質問文を提示して回答を促しているために、結果として、授業を正当
に評価できる学生の回答と、正当に評価できない学生の回答とを混ぜ合わせてしまうのであ
る。
第三に、個々の学生が記した授業評価アンケートの回答は皆区別なく、等価であると想定
されている。それは、個々の回答を加算し、そこから平均値を算出していることに表れてい
る。だが、授業の満足度などのように、評定尺度で測定された値は技術的には序数尺度なの
であるから、本来的には平均値を計算すべきではないものである 3)。しかも、個々の満足度
などの回答を等価に扱うことが妥当であるとは言い難い。たとえば、同じように「満足」と
回答していたとしても、「自分の問題関心を深める手助けとなったがゆえに授業に満足して
いる」という学生の満足度と、単に、「楽に単位が取れそうだ」という理由から「満足」と
答えた学生の満足度とを、果たして同じ「満足度」だと考えてよいのだろうか。あるいは、
毎回熱心に授業に臨んでいた学生の満足度と、授業の 3 分の 1 を欠席した学生の満足度とを
同じように扱ってよいのだろうか。授業評価アンケートは、このように学生のそれぞれにお
いて質的に異なる意味をもつ回答を、すべて等価であると見なすことによって、人為的な紛
い物を作っているのである。
そして第四に、どのような授業がよい授業で、どのような授業が悪い授業なのかについて
大学場（Bourdieu 1984=1997）のなかで議論され意味の合意が形成されているわけではな
いにもかかわらず、授業評価アンケートにおいては、授業に関する学生の満足度の高低が授
業の善し悪しを測る指標として合意されていると、暗黙のうちに仮定されている。もちろん、
満足度の高い授業の方が満足度の低い授業よりも好ましいという判断はありうるが、満足度
が高いだけで「よい授業」であるとは言い切れない。たとえば、満足度が高くとも学生が何
も身につけられなかった授業と、満足度が低くとも学生が多くのことを学んだ授業とを比較
した場合、どちらがよい授業なのであろうか。少なくとも、大学における授業の本来的な目
的は、高い満足度を得ることではないはずである。このように、授業の善し悪しに関する合
意を欠いているにもかかわらず、その合意があたかも成立しているかのように暗黙のうちに
仮定することで、授業評価アンケートは、授業の善し悪しを学生の満足度の高さへと変換し
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てしまう誤認効果、すなわち、象徴暴力（pouvoir symbolique）の作用をもっているのであ
る 4)。 
以上のことから分かるのは、現行の授業評価アンケートが「よい授業とは何か」を巡る大
学場の象徴闘争（lutte symbolique）において、特定の見解・哲学を支持する人々の集合的
利害に与するものだ、ということである。その見解・哲学は、授業の良し悪しを商業的な顧
客満足度の高低で表現できると考える見解・哲学、言わば、学生たちを教育サービスの消費
者と見なすような社会哲学である。大学場の象徴闘争において、この見解と対立するのは、
満足度よりも教育という価値に重きを置く考え方であるのは言うまでもない。
こうして、授業評価アンケートは、授業に関する学生の多様な反応（感覚から意見まで）
を数量的な満足度に還元してしまう。その結果、授業を改善することが数値を高めることし
か意味しなくなっていくのである。しかも、学生の回答が数量に還元される限り、個々の学
生の意見や感想は無力化されてしまい、授業を改善するための現実的な力を失うことにもな
る。なぜなら、授業に関する個々の学生の意見は結果としての平均値という数字を構成する
一つの意見でしかなくなってしまうからである。
３．社会的排除・選別過程としての授業評価アンケート 
 次に検討する必要があるのは、授業評価アンケートの回答者構成という問題である。調査
票を用いるどのような調査であっても、質問の内容が社会的事象についてである限り、調査
票に回答した人々が社会的に偏っていれば、データの信頼性が揺らいでしまうからである。
この問題を検討するにあたって、まず授業評価アンケート結果の一般的な回答傾向を取り出
しておこう。授業評価アンケートではさまざまな質問項目が設定されているが、その典型例
として「授業の満足度」をとりあげ、集計結果から共通に読み取れる全体的な傾向を確認す
る。
授業評価アンケート結果における授業の満足度の数値は、教員側の諸特性と受講学生側の
諸特性とに応じて、統計的に意味深く変化している。一般的に言って、授業を構成する教員
側と学生側の諸要素が多様になるほど－すなわち、受講学生数が多く、受講学生の多様性
が大きいほど、そして、オムニバス形式などで担当教員数が多くなるほど－その授業に対
する満足度が低くなり、反対に、授業を構成する諸要素の均質性が増大するほど－すなわ
ち、受講学生数が少なく、学生の均質性が増大するほど、そして担当教員が一人であるほど
－満足度が高くなる傾向を有している。さらに言えば、授業内容に対する学生の期待がプ
ラス方向に収斂し均質である（授業内容に関するプラスの価値づけがあり、かつ認識のズレ
が少ない）ほど、満足度が上昇する傾向にある。
①必修科目と選択科目：必修科目の方が選択科目よりも授業の満足度が低い傾向にある。
必修科目は学生が自由に選択することができないため、所謂不本意履修が生じやすい。
それゆえこの傾向は、一般的には不本意履修の効果であると考えられる。それに対して
選択科目は、学生が自由に選択することが可能であるため、この不本意履修による効果
が発生しにくい。逆に言えば、選択科目は、不本意履修者を学生の自由意志によって履
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修するかどうかが決まるために、あらかじめ不本意履修者を排除するが、必修科目はそ
の科目のカリキュラム上の位置づけゆえに、不本意履修者を排除できず、そのために授
業評価における満足度が低下しがちになるということである 5)。 
②受講学生の規模：受講者数が多い授業であるほど満足度が低くなる傾向がある。これは、
受講者数が多いほど、学生の質的な多様性が増し、教員が個々の受講学生の期待に応え
ることが難しくなるとともに、教員と学生との信頼関係が構築しにくくなり、授業運営
が困難になるためである。また、受講者数が多い授業ほど、個々の学生の匿名性が高く
なり、受動的な態度で授業に臨めるようになることも一因であろう。
③学部・学科横断的な授業：一つの学科・学年といった限定された属性の学生だけではな
く、複数の学科や学年を横断して行われる授業ほど、満足度が低くなる傾向がある。た
とえば、ある学科の１年生のうち一部のみが受講する授業と、１年生から４年生までに
開講されている科目、さらには全学部・学科の全学年が混在しているような科目では、
それぞれの授業が置かれている条件がまったく異なるということ、すなわち、受講生が
均質ではなくなるために、満足度が低下するのである。これは、上記②の受講学生の規
模が大きくなることで発生するものと同様の効果が働くからである。
④複数教員が交代で担当する授業：オムニバス授業や担当教員の途中交代などが生じる授
業は、満足度が低くなる傾向がある。これは、複数の教員が交代で講義するため、授業
の方法や学生が従うべきルールなどが教員間で微妙に異なるなど、学生と教員との信頼
関係が構築しにくいとともに、授業に関する学生の適応が困難になるためであろう。そ
れゆえ、その授業を担当する教員数が多くなるほど、一つの科目としての統一性が崩れ、
授業評価結果が低くなるのだと考えられる。
⑤まじめな学生（例：出席率が高いなど）ほど、より正確には、「自分は真面目な学生だ」
「欠席していない」と申告する学生ほど、受講している授業に対して高い評価をつける
傾向がある。
⑥GPA や履修科目の成績が高いほど、高い授業評価をする傾向がある。
授業の満足度が教員と学生の諸特性に応じて変化するこうした事実は、授業評価アンケー
トが社会的選別過程の一特殊事例であることを明確に示している。受講者が少数の均質な学
生集団で、彼ら／彼女らが授業やそこで教授される学問の方向性に合致している－すなわ
ち、授業と学問に関して適合的で理解がある－ほど、授業に関する満足度が高くなりやす
いということだ。この社会的選別がより強力に作用すればするほど、授業に関する満足度の
平均値が高くなるということを意味する。ということは、授業評価アンケートを実施する際
に、全履修登録学生が出席し回答すると、授業評価は低くなりがちであり、その反対に、欠
席者が多くなるほど評価が高くなるということでもある 6)。それゆえ、毎回厳格に出欠をと
り、それを成績に反映させる授業であるほど、授業評価は低くなる可能性が高くなっていく
のである。
このように、授業評価アンケートは、そもそも授業に欠席しがちであったり、授業内容を
理解できなかったりするために授業を正当に評価できないであろう学生や不本意履修の学生
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たちを、学生本人の自由意志に基づいて自主的に排除することで授業評価結果を生産する参
加制限制度として機能しているのである。したがって、授業評価アンケートは、大学教育に
潜む授業以前の問題、すなわち、授業に参加しない学生がなぜ授業に出ないのか、何が不満
なのか、なぜ授業内容を理解できていないのかといった根本的な問題について、構造的に、
何の意見や感想も収集することができないし、こうした学生たちの「声なき叫び」を無意識
的に排除することで成立しているのである。
授業評価アンケートは、大学という場において最も虐げられている学生たち、すなわち大
学や授業に上手く適応できていない学生たち（それゆえに、欠席したり不真面目な態度に映
ったりする学生たち）を排除している。授業の進展とともに排除され欠席しがちであるため
に、彼ら／彼女らの授業や大学に関する意見や感想は、授業評価アンケートからは構造的に、
ほとんど浮かび上がってこないのだ。仮に、こうした学生たちの意見や感想が授業評価アン
ケートから得られたとしても、その多くは授業を改善するための建設的な意見などではなく、
「つまらなかった」とか「自分が思っていたのと違う」「なぜこんな授業を受けなければい
けないのかわからない」「正当に評価されていないと思う」といったクレーム的な感想－場
合によっては、罵詈雑言や誹謗中傷にも思えるような－であったりしがちであるために、
そして、彼ら／彼女らの多くが授業態度の不良や欠席の多さのために、教員からは責任ある
意見、真面目な見解とは受け取られにくい。彼ら／彼女らの授業に臨む態度や罵詈雑言にも
思える言葉の背後にある社会的条件を見据えない限り、それが大学や授業に突きつけている
意味を汲み取ることは困難なのだ。
彼ら／彼女らの授業に臨む態度は、少なくとも部分的には、大学進学率の上昇と 18 歳人
口の減少のなかで大学が置かれている位置変容の効果（たとえば、定員割れを防ぐための取
り組みや、入学試験制度の多様化、学力低下など）によって生み出されているのだから、現
在の大学や学部・学科のあり方や教育方針、授業内容や教育方法、カリキュラムなどとの不
整合に起因している側面も否定できない。それゆえ、彼らの態度は客観的には社会的な排除
の結果である。にもかかわらず、こうした事実は、教職員や大学に適応している学生たちの
視点からは「その学生本人の自己責任」という建前のもとで「怠学」「努力不足」「学力不
足」などと見なされるために、顧みられることが少ないのだ。いわば、大学教員と真面目な
学生の認識論的無意識（つまりはドクサ）によって、この構造的な社会的排除に関する認識
は封じ込められるのである。
現在、多くの大学は「単位の実質化」方針のもとで、学生に対する成績評価と管理・指導
とを強化しており、そのための支配の道具・技術を急速に発達させている（その多くは、「教
授法」という名称で呼ばれているのであるが、社会学的には支配の道具・技術以外の何物で
もない。たとえば、座席を指定することで友人集団を「個人」に分解すること－これによ
って私語は激減する－は、M・フーコーが『監獄の誕生』などで論じた「配分の技術」と
いう不可視的な権力の技術そのものだ（Foucault 1975=1977:147））。このような大学場の
動きのなかで大学に適応できない学生たちを、「怠学」「努力不足」「学力不足」といった
学校的悟性のカテゴリーでとらえることによって、そのカテゴリーに当てはまる学生本人に
も、「自分はダメな学生なのだ」という負のアイデンティティを植え付けているのである。
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つまり、彼ら／彼女らは、大学場の構造的な仕組みによって、客観的であると同時に主観的
にも排除されているのであるのだが、大学場において、それは社会的な排除としては見なさ
れない。学力と真面目さという学校的価値に基づく不可視化された参加制限制度、これが現
在の授業評価アンケートの姿なのである。
４．所属学科・担当する科目による構造的な有利／不利 
このように授業評価アンケートが社会的な排除・選別過程であることが理解できれば、教
員の各々が所属する学科や担当する科目の特性によって、授業を実施する以前から、授業評
価における個々の授業の有利／不利が構造的に生じていることを理解できる。なぜなら、ど
の大学においても、学部や学科によって入学生の特性に差異が存在するからだ。これは、学
生たちが、ある大学の特定の学部や学科に所属していること自体、すなわち、特定の大学へ
の入学そのものが一種の社会的な選別過程の産物であることに起因している。授業や授業評
価に臨む学生たちは、大雑把に言って、大学や学部学科の偏差値や専攻分野、就職や進学、
資格取得の実績、入学定員の規模などの学科特性と、ハビトゥス（habitus）や文化資本、そ
して社会関係資本によって自分が動員できる経済資本（家族の経済資本、教育ローン、奨学
金など）との関係によって、既に選別されているのだ。
また、この選別過程は、もう一つ別の効果をも伴っている。それは、入学試験が多様化し
たこともあいまって、より均質性の高い入学生を獲得できた学部・学科と、均質ではなく多
様な者を入学させることになった学部・学科とを生みだしてしまうのだ。一般的に言えば、
受講学生の均質性が高くなるほど授業の運営が容易になる。もっと厳密に言えば、各科目の
授業内容やカリキュラム上の目的と整合性の高い形で、より均質な受講学生を集められる条
件が整っている場合、授業評価アンケートの満足度は高くなりやすくなるのである。なぜな
ら、実際の授業や授業評価を実施する前から、それに先行する形で授業と学生との親和性が
事前に構築されているからである。
このような大学への進学・入学という社会的選別過程が授業評価（そして授業そのもの）
に、いかに影響しているのかを理解するには、たとえば次のような理念型を想像してみれば
経験的に容易に理解できるだろう。たとえば、経営学科に属する学生たちに高齢者福祉を講
義するような場合や、日本文学科の学生たちに統計学や数学を講義するような場合である。
この場合、学生たちが講義に熱心に取り組むことは困難であろう。「こんなことを学ぶため
に、大学に入ったんじゃない」、「この授業は私たち向きのものじゃない」というわけであ
る。このように、ある科目を受講する学生は、すでに入学試験などで社会的に選別されてい
るため、世界に関する特定の態度性向（ハビトゥス）や特定の諸資本を有しているのだ。そ
れゆえ、ある科目を受講する学生のハビトゥスや資本が、当該の学部・学科の授業科目が要
求するハビトゥスと資本とに合致しているほど、授業評価アンケートにおける満足度が高ま
りやすいと考えられる。また、現在では、直接的に就職に役に立つかどうかといった観点か
らしか授業内容を評価できない学生も存在している。それゆえに、コンピュータや資格取得
などの科目では相対的に授業評価が高くなる傾向が生じやすいのだ 7)。 
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このように、授業評価以前（授業以前でもある）に既に選別されることによって受講学生
に大きな差異が生じている状態で、授業や授業評価が実施されているのであるから、授業評
価アンケートにおいては、科目毎に数値の測定条件が最初から異なっているのだ。しかも、
この科目毎の社会的条件の違いが通常は見過ごされているために、評価結果の数字を読む際
に測定条件の差異がコントロールされていないのである。
こうした授業に先行する社会的選別の上に、また別の社会的選別過程、すなわち授業とい
う選別の効果が加味される。この選別は、科目によっては、かなりの強度で発揮されうる。
たとえば、医師、薬剤師、社会福祉士、教員などの資格課程はその典型であろう。これらの
資格課程は、国家試験合格率の大学別ランキングという市場、すなわち、大学場とは相対的
に自立した別の市場の影響を受けているからである。その外部市場における競争への参入の
度合いによって、単位取得や成績評価のハードルが高く設定されることになる（おそらく参
入度が高いほど、選別が強くなる）。その結果、他の科目に比べ、選別効果が強く表れるこ
とになるのだ。それゆえ、特に適性面での選別が行われている途上に位置する科目では授業
の満足度が低くなる可能性が高まるが、その反対に、選別後の科目においては適性のない学
生を排除したことによって満足度が高くなるのである。
このような認識論的にコントロールされざる不可視の社会的条件の違いによって、授業評
価結果に関する教員（そして大学や学生たち）のさまざまな誤解が生みだされることになる。
たとえば、授業評価結果の諸数値の高かった教員は、授業評価結果を、純粋に自分の授業方
法や自身の能力・努力の結果だと考えたがるが、授業評価の低かった教員は評価結果を学生
の無能力や不備な評価方法の所為だと考えたがることになる。しかし、実のところ、授業評
価アンケートの結果は、教員の能力や努力、授業の内容や方法以外にも、彼／彼女が担当す
る科目と受講学生の社会的諸条件をはじめ、実に多様な諸変数の関数になっているのである。
とりわけ、学部・学科毎、さまざまな科目カテゴリー毎の数字に統計的な規則性があること
を考えれば、科目毎の特性や条件の違いが教員個人の特性よりも大きな比重を占めているこ
とは明らかであろう。それゆえ、授業評価の結果を、教員それぞれの能力や努力といった個
人的な要因だけに還元することなどできないのだ。したがって、担当する授業評価の結果が
個々人の問題ではなく、学部・学科や大学の構造的な問題であり、そこに所属する教員共通
の社会的基盤の問題であるという合意を形成する必要があるのである。このような合意が形
成されなければ、各教員が自己の評価だけを高めることに腐心し、それを通じて他の教員を
貶めるという利己的な差異化=卓越化（ディスタンクシオン）行為のために授業評価結果を
利用したり、またその逆に、授業評価結果を学生の無能さの所為にする差異化=卓越化行為
に用いたりすることを終わらせることはできないだろう。
５．授業評価における教員と学生の諸戦略 
授業評価アンケート結果の数値を変動させる変数が多いことは、大学の授業がいかに多く
の要素から構築されているのかを表している。それゆえ、授業には多くのあいまいさが絶え
ずつきまとっているが、そのあいまいさを利用することによって、授業評価結果を高くした
り、あるいは、低くしたりすることを目指す教員と学生それぞれの諸戦略が可能になる。
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そもそも授業評価アンケートは、自然科学におけるデータ収集とは根本的に異なっている。
なぜなら、アンケートの質問は、すべて回答者の主観的な認識・意識・思考において受け取
られるからである。そのため、社会的諸条件の違いによって、さまざまな歪み（バイアス）
が生じるのである。まず、授業における教員／学生の力関係の差が背景にある。授業評価は、
多くの場合、教員による成績評価が確定する前におこなわれるため、学生の立場では、単位
と成績評価とを質にとられた状態で授業評価に臨むことになり、好意的な評価に偏る傾向が
生じやすい（その反対に、成績評価確定後に授業評価をする場合には、その成績評価による
バイアス－成績への満足感による歪み－が発生する）。記名式にすれば、益々この力関
係の効果が発揮されるだろう。さらには、調査・測定すること自体の影響も存在する（ホー
ソーン効果）。たとえば、小学校での日常の授業と親が参観する参観授業とでは生徒と教師
の態度が異なっているのと同様に、あるいは、TV 番組の街頭インタビューなどでカメラと
マイクを向けられると、常識ある市民を装って、よそ行きの自分自身を演出したりすること
がある。このような印象管理と同様に、授業評価が行われる際、教員も学生もいつもの授業
時と同じ状態ではなくなる可能性が高くなるのだ。言わば、授業評価アンケートは、不可避
的に、教員や学生の様々な適応戦略－その状況に適応しようとする諸戦略－を生みだし
てしまうのだ。以下でその代表的なものを検討しておく。
（１）教員の諸戦略
授業評価結果を高くしようとする教員の諸戦略は、正当な評価を得たいという教員の志向
性に基づいている。それは、授業と担当教員とに関する学生の印象を操作する印象管理戦略
と、不真面目な学生を授業評価に参加させない選別効果戦略とに理念型として大別されるが、
現実の諸戦略はそれらの組み合わせとして多様な様相を呈している。以下でその主要な戦略
を検討してみよう 8)。 
①学生の負の期待に迎合する印象管理戦略。これは、教員の人格的特性や授業（特に単位
取得）の易しさを受講学生にアピールする戦略、たとえば、学生たちに「あの先生は優
しいよい先生だ」というような印象を与えようとする慇懃の戦略のことである。これら
は、授業評価という営みを人物評価に変換する戦略でもある。このような戦略をとる教
員が多くなるほど、結果的に、授業評価は教員の人気ランキングのようなものになって
しまう。それゆえ、この戦略は、授業に対する学生の学問的・実用面での期待が低いほ
ど、そして、学生が授業評価の目的を理解していないほど効果的であるだろう。しかも、
「授業評価アンケートは教員の人気ランキングなのだ」という印象が教員集団や学生集
団の中に流布しているほど、授業評価アンケートの授業測定効果は薄れていくことにな
る。これは、「授業評価は教員の人気ランキングなのだ」と思わせたい人びとは言うに
及ばず、そうは考えない人にとっても「どうせ人気ランキングなのだからどうでもよい」
と思うようになっていくからである。その意味で、学生たちの負の期待に迎合する諸戦
略は、それを行う教員が多くなるほど効果的に作用する可能性をもつのである。
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②脅しの戦略。これは、アンケート回答者の匿名性を破壊することで、過激な否定的意見
を抑圧しようとする戦略である。たとえば、授業評価について「このくらいの人数であ
れば、筆跡で誰が書いたのか分かる」などと述べ、回答者に「自分が特定されるかもし
れない」「何かの不利益があるかもしれない」という危惧を抱かせる暴力的な威嚇戦略
を挙げられよう。この戦略は、単位・成績評価を質にとる教員の学生に対する力関係の
優位を背景に実施され、授業運営に批判的な見解を有する学生を沈黙させる効果をもっ
ている。 
③不真面目な学生の排除戦略。この戦略は、やる気のない学生を排除することで選別効果
を最大化しようとするものである。これは、授業に欠席しがちな学生や授業態度が芳し
くない学生を授業評価アンケートに参加させないことによって、授業評価の結果を高め
ることを目指す。この戦略は、そうした学生を特定し、調査票を渡さないといった直接
的かつ暴力的な形でも行えるが、より間接的で不可視性が高い方法（つまり、より不可
視的で巧緻な方法）もある。それは、学生が出席しにくい状況で授業評価アンケートを
おこなうようにすることである。露骨な例を挙げれば、「来週は出席をとらない」と事
前に周知した上で、授業評価アンケートを実施する。あるいは、期末テストやレポート
など成績評価に大きな比重を占める考査を終了済みの場合には、不真面目な学生ほど欠
席しやすくなることを利用することもありうるし、クリスマスイブや国民の休日、補講
日などに実施する方法もあるだろう。また、月曜日や土曜日の１時限など、学生の出席
率が特に低い曜時限に授業が配置されている場合、それだけでこの選別効果が発揮され
うる。ということは、教員が担当科目の曜時限を自分で選ぶことができる場合、彼／彼
女は学生の欠席による選別効果の作用を期待できるということなのだ。このような戦略
がどの程度効果的であるのかは授業評価アンケートの結果から推測できる。たとえば、
ある大学の授業評価アンケートのなかには、学生の受講態度を聞く質問が入っているが、
受講態度の悪い学生は一般に授業満足度が明らかに低くなっている。それゆえ、この学
生たちを完全に排除するほど、授業評価が高くなるということである。このことは、授
業の運営上、出席をとらないことが授業評価結果を高くすることにつながることを意味
している。これと反対に、出席を厳格にとる場合、強制されての出席が増加するため、
授業運営の厳しさが増すとともに、授業評価も低くなるという、負のスパイラルが生じ
やすいと考えられる。 
④履修選択させない戦略と印象管理の戦略。履修登録前から「難しい授業」「難易度の高
い授業」「特殊な授業」「怖そうな教員」「厳しそうな教員」という印象を学生たちに
与え、不真面目な学生を自由意志によって自主的に履修させないことで事前に排除する
戦略（さらに言えば、この戦略の延長線上には、学生を完全に排除することによって、
授業評価そのものを成立させず、授業と授業評価とを免れるゼロ履修者戦略もありうる）。
この応用として、履修登録当初の印象とやや違うよい印象を履修登録後の授業で与え、
最終的に高い授業評価結果を得ようとする戦略も可能になる（当初印象との相対的な差
を利用する慇懃の戦略）。 
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（２）学生の戦略（その可能性） 
授業評価が大学によって実施されるのである以上、学生は多くの場合、授業評価アンケー
トに対して主体的であるわけではない。「好きな先生だから高い評価を出したい」と考えて、
授業評価アンケートを心待ちにしている学生など、おそらく皆無に等しいだろう。その逆に、
「あいつは気にくわないから、絶対落としてやろう」と手ぐすね引いている学生はある程度
存在しているかもしれない。実際、授業評価によって教員の人事査定をしているような予備
校や専門学校では、ほとんど授業が成立していない教員は授業評価が低くなり、契約更新さ
れない事態が生じる。予備校では、授業の良し悪し（これは受講生によって決められる）は
受講生にとって死活問題なのだ。それゆえに、「ひどい授業」がある場合、受講生たちは、
まさに手ぐすね引いて授業評価アンケートを待っている場合があるのである。これが可能な
のは、大学の授業よりも予備校や専門学校の授業の方が、教員にとっても学生にとっても目
的が明確であり、且つ、授業の目的に関する両者の理解の不一致が生じにくいからである。
これに比べると、大学の授業は、その目的が多様であり、教員と受講学生との間で意味の合
意が成立しにくい。それでも、受講学生各々にとって、自分が期待していたものと違う内容
や指導方法であった場合、教員が信用ならないような場合、教員の所為で不利益を得た場合、
望んでもいないのに強制的に何かを強いられていると感じられる場合など、大きな不満があ
る場合には、悪い評価をつけようと待ち構えている学生はおそらく少数とはいえ存在するだ
ろう。こうした学生が最大の効果を上げようとする場合、他の受講学生に呼びかけて、でき
るだけ多くの仲間で出席し、皆で授業評価アンケートに悪い評価を書き込むという戦略がと
れるだろう。教員と学生との構造的力関係の差を考えるならば、学生の対抗手段は集団化す
ること以外には考えられない。何時の世でも権力を行使する者たちに民衆が対抗し、異議申
し立てを効果的におこなうには、集団化することが必要になる。なぜなら、集団化はどの社
会においても社会的な力を獲得することだからである。 
 
（３）教員と学生との闘争の場 
このように見ると、授業評価アンケートが、受講学生個々人を特定して匿名性を失わせよ
うとする（ミシェル・フーコーの言う「配分の技術」－これは、授業において座席を指定
するのと同様、集団を解体し、個々人に分解する権力の技術でもある－を採用できる）教
員、受講学生を制限してより少ない真面目な受講生だけが参加できるようにしたいと考える
教員と、より多くの学生を動員して「気にくわない」教員の評価を下げることもできる学生
たちとの間で織りなされる社会的な闘争の場であると考えることもできる。権力を行使する
者は、多数の民衆を個々人に分解することで集合的な力を減退させようとし、それに対抗す
る民衆は集団化し、個々の姿を匿名化するのである。このことから言えば、記名式の調査票
は教員の利益になりがちなのに対し、無記名式の調査票は（少なくとも現状では）学生側の
利益になりうるのだ 9)。 
ところで、教員の諸戦略は、授業評価アンケートの実施主体たる大学が授業評価結果をど
のようなものとして位置づけ、取り扱っているのかに応じて変容する。授業評価の本来的な
趣旨－それは、それぞれの教員が自身の授業を改善するための資料として用いること－
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に限定して用いるのであれば、そして、その使用について教員間に意味の合意が成立してい
るのであれば、それぞれの教員が自己の授業評価のみを高めようとする適応戦略を実施する
余地は少なくなると考えられる。しかし、大学が授業評価結果を給与査定や人事評価にまで
拡大して用いるのであれば、学生に人気のない教員（厳しい教員も含まれる）ほど、授業に
自信のない教員ほど、任期制教員などの立場が不安定な教員ほど、これまで述べてきたよう
な諸戦略にうって出る可能性が高まるのだ。新任教員や若手の教員など、教員集団内の新規
参入者や相対的な弱者であるほど、授業評価が人事的な評価に影響をもつのではないかとい
う不安は大きくなり、それが当事者たちのハビトゥスをも形成していくのである。このよう
に考えると、授業評価を高めようとする教員の諸戦略は、自身の身を守る個人的な防衛戦略
であり、授業評価結果が自身の立場を不安定化する危険性についての認識の度合いに基づい
ていることがわかるのである。それゆえ、授業評価を給与査定や人事評価に導入することは、
教員の立場を不安定化させることを通じて、授業評価自体を攪乱、混乱させ、かえって個々
の教員の教育能力や研究能力に関する認識・評価を混乱させてしまうことに繋がっていく。
教学上の問題に経営上の論点を押しつけること、それは研究・教育機関としての大学の社会
的秩序を動揺させ、教学面だけではなく、結果として、大学の経営面をも混乱させてしまう
のである。 
 
６．授業評価に関する理性の現実政治 
 以上で述べてきたように、現行の授業評価アンケートには、さまざまな不確定要素が絶え
ずつきまとっており、それによって、結果自体が信憑性の欠けるものとなっている。しかも、
「よい授業とは何か」に関して、教員集団においても、また学生集団においても、意味の合
意が成立していないこと、多くの学生から授業を正当に評価する能力が剥奪されていること、
学生たちが授業の進行に合わせて選別されていくこと、授業評価アンケートの回答者が個々
の授業において不均等に分布していること、そして、これらの諸条件について、この営みに
参与している人々の多くが誤認していること、こうしたすべての事態によって、授業評価ア
ンケートは大学教育の現場を攪乱させてしまうのである。 
 こうした逆機能を減じ、授業評価アンケートに、本来期待される順機能を発揮させるには、
少なくとも以下の条件整備に取り組み、その成果を大学場の制度として具体化するとともに、
そこに参与する人々のハビトゥスとして身体化していく必要があるだろう。 
 第一に、大学教育において、どのような特性の授業がより望ましいのか、そして、どのよ
うな授業を目指していくのかといった、授業評価と授業改善とを適正に実施するための前提
条件を議論し、よりよい授業に関する意味の合意を形成していくことが急務である。この合
意は、授業評価実践に直接的に関与する教員・事務職員だけではなく、理事者、そして授業
評価アンケートに回答する学生においても必要となる。この合意に基づいて、授業評価アン
ケートに盛り込む評価項目が組み立てられなければならないのだ 10)。 
 第二は、授業を評価する学生たちに、授業評価実践の意義、授業を適正に評価するために
必要な知識を教えていくことが重要であろう。学生たちの授業評価能力が欠如しているので
は適正な授業評価アンケートを実施し、授業改善に活かしていくことなどできないからであ
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る。授業に関する学生の印象や感想を意見にまで引き上げ、教員を授業改善へと向かわせる
ために必要な力を伴った言説を作り出させることが必要なのである。 
 第三に、授業評価結果の数値に関する使用条件を精査する必要がある。たとえば、個々の
授業を受講する学生たちが授業開始前に選別されていることをふまえれば、全学平均の値と
個々の授業の満足度とを比較してもほとんど意味がないばかりか、比較不可能な値を比較す
ることを通じて、授業の前提条件の違いに基づく値の差異を授業や教員の能力の差異にすり
替えてしまうからである。それゆえ、授業評価の結果を適正に理解するためのガイドライン
が構成される必要があろう。 
 第四に、授業評価結果の利用を授業改善の目的のみに限定することが必要である。これま
で述べてきたように、授業評価アンケートの結果は、教員の特性や授業の仕方などに還元す
ることはできず、そこに関わっている諸変数の合力としての数値だからである。そのため、
この結果を人事的な問題に利用することは、教員の問題・責任ではない要因に基づいて教員
の待遇を決めるという愚行を意味するのである。 
 こうした条件を整備するには、大変な労力・時間を費やさなければならないだろう。しか
し、その労を惜しめば、現在の状態と同様に、授業評価アンケートこそが教職員と学生の労
力・時間・金銭を浪費させていくとともに、大学場において無数の混乱と悲惨な状態とを生
み出し続ける要因となるだろう。 
 大学において研究と教育とに携わる者たちが、それぞれの専門的な学問知と理性の下に、
現実の問題・課題に対して取り組むことを通じて、それらを改善・解決へと領導していくこ
と－これはブルデューが提唱した「理性の現実政治」11)と呼ばれるものだが、授業評価ア
ンケートの問題・課題を改善していくことは、大学教員の集合的な知と理性とが試されると
いう意味で、まさにその典型的な実践事例となりうるのである。 
 
＜註＞ 
1)ブルデューは『ディスタンクシオン』第 8 章「文化と政治」で、政治の問題を検討するに当たって、
マルクスとエンゲルスが芸術について述べていることを政治の土俵の上に応用しているが、本稿の思
考実験は、ブルデューのこの問題設定を授業評価の研究に応用したものである。それゆえ、本稿の思
考実験が企図する認識論的作用は、ブルデューが同書のなかで述べている「ユートピア」のドクサ破
壊効果（Bourdieu 1979=1990Ⅱ: 228-229）と同様の効果である。 
2)選択肢法と自由回答法の回答率との違いからわかる回答者の回答能力の問題については、拙稿 2003
を参照。 
3)分析の都合上、間隔尺度であると想定して便宜的に計算することはあってもよいと考えられるが、そ
れはあくまでも便宜的なものであることをふまえておくべきことだ。現在の状況は、序数尺度の値か
ら平均値を計算するのが当然といった様相を呈している。これは、学問上の理由からだけではなく、
教育上の理由からも好ましいことではないだろう。 
4)象徴暴力については、Bourdieu 1977 を参照のこと。また、個々の学生と教員との相互行為によって
構築されている授業の相互主観的な経験は質的に多様なリアリティを有しているはずであるが、授業
評価アンケートはその質的に多様なリアリティを破壊し、授業の満足度という数値に変換してしまう。
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ここには、M・ヴェーバーの言う「意味喪失」の問題が潜んでいる。 
5)不本意履修者に残された選択は、あきらめて授業に取り組むか、不真面目な態度で授業に臨むか、ま
たは授業を欠席したりすることである。 
6)このことは、授業評価アンケートの実施時期が授業評価の数字に影響することを示している。なぜな
ら、テストやレポートといった成績評価に多大な影響を及ぼすイベントが終了した後であれば出席率
が低下するからであり、あるいはレポート課題の提出日などであれば、出席率が高いからでもある。 
7)文系の学部学科において情報教育の科目が高い授業評価になる傾向があるが、これは、コンピュータ
が社会組織のなかに重要な位置を占めてきていることによって、学生の期待と授業内容が一致してい
ることによる。違う言い方をすれば、コンピュータとその使い方を教えているというよりは、アプリ
ケーションソフトのマニュアル的知識とその使用法を教えているだけなのである。このような学問的
ではない内容を講じる授業は、学生のみならず産業社会一般のドクサ的な期待を反復させているに過
ぎない。おなじ受講学生に、コンピュータの作動原理や数学的基盤、その思想的歴史、数量化支配の
問題などを教授する、より学問的な内容であれば授業評価は大幅に低下するであろう。 
8)授業評価を高くしようとする教員の諸戦略のなかには、社会調査論で言う所謂「メイキング」も含ま
れる。これは、授業評価アンケートに教員自身が記入し、授業評価を捏造することである。これが、
調査倫理的、職業倫理的に、いかに間違っているかは明らかであるが、社会的に追い詰められている
場合には発生する可能性は増大するだろう。実際、これを防止するための施策が実施されている大学
もある。 
9)これについては、教育的コミュニケーションは多かれ少なかれ、ブルデューが指摘するように「象徴
暴力」として機能せざるをえないのだから、教育効果を最大にするためにも、配分の技術を徹底する
のは当然だ、という見解もあるだろう。しかし、この見解に対しては、次のように再度反論する必要
がある。すなわち、授業評価の真の問題は、授業に関していかに学生に語らせるかにあるのであり、
学生を沈黙させることにあるのではない。社会学者としては、テストと同様に、学生を沈黙させる権
力の技術だと分かっているものを濫用すべきではないということ、そして、仮に使用するにしても、
その機能と効果とを理解した上で最小限度にとどめるか、あるいは、その作用そのものを適用対象た
る学生に教えるべきなのではないか、ということである。 
10)「学生による授業評価は、授業改善の具体的方策の提示という点で、効力を発揮すると考えられる」
と苅谷も指摘する（苅谷 1992:150）ように、学生による授業評価アンケートだけを行ったとしても、
授業を改善することはできない。少なくとも、大学の授業はどうあるべきなのかを議論し、それに関
する合意形成は不可欠だと考えられる。また、社会学の実証研究の論理に従えば、研究を進める上で
の重要な作業過程として対象構築の作業は欠くべからざる重大事である。授業評価アンケートも、授
業という社会的事象に関する実証的なデータ収集・分析を行うのだから、認識対象である授業を関与
的な諸変数間の関係として構築しておかなければならないし、それに基づいて評価項目を設定すべき
である。しかし、現行の授業評価アンケートは、多くの場合、データ収集に先だって実施すべき対象
構築の作業を節約し、自生的な問題関心に基づいて評価項目を設定してしまっているようだ。たとえ
ば、「教員はシラバス通りに授業をおこなったかどうか」を問う質問がなされる場合があるが、この
質問はそもそも学生に聞くようなことではない。シラバス通りに授業を実施したかどうかは、学生よ
りも教員自身が最もよく知っているからである。また、「講義を理解するためにシラバスの内容は参
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考になったかどうか」を聞く質問も見られるが、これはシラバスを学生が読んだかどうか、先に聞く
べきであろう。これでは、シラバスを読んだ学生と読んでもいない学生とが全く区別できないからだ。
「コミュニケーション・ツールが適切に用いられたかどうか」という質問などは、「コミュニケーシ
ョン・ツール」の定義が人によって全く異なると考えられるにもかかわらず、そのことが考慮されて
いない。このように、現行の授業評価では、調査票を用いて回答者からデータを収集する場合に精査
しておくべきことがほとんどなされていないような状態なのである。しかし、不備な調査票であって
もデータを収集できてしまうため、その結果が数値として独り歩きをはじめてしまうのである。十分
に注意する必要があろう。 
11)ブルデューの提唱する理性の現実政治については、Bourdieu & Wacquant 1992, Wacquant 2005 を
参照のこと。 
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